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    中国の環境問題と日本の技術移転 























2050年までの人口変動の推移は TFRが 1.7の場合、中国の人口が 2029年にピークにな
り 14億に達する。また、TFRが 1.87の場合ピークに達する時期が 2035年であり、そのと
きの人口は 15億である。この人口の拡大がＧＤＰ、食糧消費量、エネルギー消費量に大き
な影響を与え、環境破壊へと繋がる。 
中国の 1人あたり GDP実質成長率は 1990年の 10％から 2025年に３％に、さらに 2035
年には２％になるように仮定する。TFRが 1.70，1.87，2.10の場合、2050年の TFR別の
GDP はそれぞれ 32 兆元、35 兆元および 40 兆元となり、1990 年の 17 倍,19 倍および 22
倍になる。中国の食糧消費量の推計は、1990 年における中国 1 人あたりの食糧消費量は
375ｋｇであり、1990年からの最初の 35年間は 0.75％、次の 10年間は 0.60％、以降 2050
年までは 0.40％の率で増大するとし、食糧の総消費量を推計した。それによれば TFR が




 中国の現状、特に電力について考察すると、中国は 1998年時点で発電設備容量は 2億
7700万 kW、発電電力量は 11億 5000kWhに達する世界第 2位の発電大国である。火力発電
機は発電設備容量で 76％、発電電力量で 81％を占めている。発電設備は 2010年には現在











 中国の 1次エネルギー消費量の推計は、文献(5)に示す 1990年の GDPおよび 1次エネル
ギー消費量データによれば中国の 1990 年の 1 次エネルギー消費原単位は 373Toe/百万元























 1990 年～1995 年の平均 TFR は 1.87 が将来とも続くと仮定すると、中国の人口は 2035
年の 14.9億をピークに減少に転じる。その場合の 2050年の人口は 14．6億になる。また
中国のＧＤＰと食糧消費量は 2050年まで成長しつづけるが，エネルギー消費量と CO2排出
量は 2020年頃にピークに達するだろうと思われる。  石炭火力の NOx（窒素酸化物）排出
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おり、ボイラ効率は 90.5%、脱硫率は 93%、NOX 排出量は 250mg/Nm３以下となってい
る。 
 中国ではすでに 75t/h の循環流動床ボイラを設計、製造できる能力を備えており、もっ











 アメリカの IGCCモデル事業は大きな進展を見せており、Wabash River発電所の石炭
ガス化発電所改造プロジェクトは、システム給電能力 262MW、設計給電効率 38%、脱硫
効率＞98%となっている。プロジェクトは 1998 年 11 月に商業化モデル運転が完成した。
Tampa 電力会社の IGCC 発電所は、システム給電能力 250MW、設計給電効率 40%、脱
硫効率＞96%となっており、2001 年 10 月に商業化モデル運転が完成する予定である。
Pinon Pine IGCC発電プロジェクトは、システム給電能力 99MW、設計給電効率 40.7%
で、2000年 7月に商業化モデル運転が完成する予定である。 


























の直接液化 F/S プロジェクトは、第 1 段階の作業が完了し、アメリカ HTI 社は小型連続
試験装置を用いて神華檸条塔石炭について６つの条件での試験をおこない、HTI社の技術






























































































































 中国は 1998 年時点で発電設備容量は 2 億 7700










































































































































































































































































































































図 4-2. 中国における技術導入件数の推移       図 4-3. 対中国直接投資状況 







ァーが現在、おおむね 80～90 米ドル／kW で、商業競争と商談の進め方によっては、70～
80米ドル／kWに抑えることができる。これに国内業者が担当する基礎工事・取付工事や公
租公課、その他の費用を合わせて、工事投資額は約 120～140 米ドル／kW になる。外国の
技術や設備を使えば、平均価格は 1000～1200元／kW(人民幣、以下同様)にもはね上がる。











































































































































表 5-1. 運転中の脱硫設備と循環流動床ボイラー（電力） 















山西太原第一発電所 20相当 簡易湿式石灰－石膏法 1996年運開 日本 
四川高壩発電所 10 循環流動床 1996年運開 
フィンラ
ンド 
四川成都熱電所 10相当 電子ビーム法 1997年運開 日本 
深圳西部発電所 30 海水脱硫法 1999年運開 
ノルウェ
ー 
南京下関発電所 12.5×2 炉内カルシウム噴霧法 l999年運開 
フィンラ
ンド 
重慶珞璜発電所 2期 36×2 湿式石灰－石膏法 1999年運開 日本 
重慶発電所 20×2 湿式石灰－石膏法 2000年運開 ドイツ 
浙江半山発電所 12.5×2 湿式石灰－石膏法 2000年運開 ドイツ 
北京第一熱電所 10×2 湿式石灰－石膏法 2000年運開 ドイツ 
貴州貴陽発電所 5 集じん脱硫一体型法 2000年運開 日本 
     
表 5-2. 運転中の脱硫設備と循環流動床ボイラー（一般産業） 
名  称 採用した脱硫法 運転状況 
技術導入
相手先国
山東潍坊化工廠 簡易脱硫装置 1997年運開 日本 
広西南寧科学工業集団公司 簡易脱硫装置 1997年運開 日本 
四川長寿化工廠 簡易脱硫装置 1997年運開 日本 
湖南湘氮実業有限公司 簡易脱硫装置 1999年運開 日本 
北京房山服装集団公司 循環流動床 1999年運開 日本 
山東淄博鉱務局嶺子炭鉱 循環流動床 1999年運開 日本 
山東棗荘鉱務局紫里炭鉱 循環流動床 1999年運開 日本 
遼寧錦州熱電荘公司 循環流動床 1999年運開 日本 
吉林遼源市熱力能源公司 循環流動床 1999年運開 日本 
 30
表 5-3. 建設中または F/Sの審査をパスした脱硫設備と循環流動床ボイラー 






陝西韓城第二発電所 60   日本 
福建漳州後石発電所 60×2 海水脱硫法  台湾 
江蘇望亭発電所 30 湿式石灰－石膏法   
上海石洞口発電所 30    
上海外高橋発電所 30×2    
広西柳州発電所 20×2   日本 
広東沙頭発電所 30 湿式石灰－石膏法   
山東青島発電所 2期 30×2 湿式石灰－石膏法   
湖北刑門発電所 20×2 湿式石灰－石膏法   

























ァーが現在、おおむね 80～90 米ドル／kW で、商業競争と商談の進め方によっては、70～
80米ドル／kWに抑えることができる。これに国内業者が担当する土建・取付工事や公租公
課、その他の費用を合わせて、工事投資額は約 120～140 米ドル／kW になる。外国の技術
や設備を使えば、平均価格は 1000～1200元／kW(人民幣、以下同様)にもはね上がる。国産


































































































は、317 g(炭素換算) /kWhである。また 1トン当りの鋼を基準とするエネルギー消費
量の平均は、966kg(炭素換算)、国際的な先進水準は、656 kg(炭素換算) /kWhである。
このほか、セメントクリンカ 1 トンあたりの燃料消費量は 170kg(炭素換算)で、国際
的な先進水準は、107.5kg(炭素換算)である。単位生産額あたりのエネルギー損失から
みると、中国における炭素換算 kg あたりのエネルギー生産の GDPは 0.36ドル、日本




















































































































































































































































































年の比率は、それぞれ、石油 55%、石炭 16%、天然ガス 11%、原子力発電 12%、水力発電 3%、




消費量の総計は 21.3 quadrillion Btu で、エネルギー消費量では世界の消費総量の 5%以
上を占めている。部門別の消費状況では、工業部門におけるエネルギー消費量が最高で、
















の日本は GDP単位あたりのエネルギー損失が最も低い国で、96 toe/million US$、アメリ
カ 278 toe/million US$、ドイツ 139 toe/million US$、イギリス 194 toe/million US$、
フランス 155 toe/million US$、イタリア 147 toe/million US$、OECD 国家の GDP 単位あ
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